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１ 平成23事業年度一般会計事業計画
について
「支払基金をめぐる疑問にお答えします」



事業指針の取扱い

○ 「事業指針」については、平成１５年１０月の民間法人化に伴い、

平成１６年度より、向こう３年間の中期計画として策定してきたところ。

○ 今般、５年間の中期計画である「支払基金サービス向上計画」の

策定に伴い、「事業指針」の策定を取り止める方針。

○ なお、各年度の事業計画については、現行のとおり、収支予算と

併せて理事会の議決を経て厚生労働大臣の認可を受けることが必要。

○ また、「支払基金サービス向上計画」については、各年度の決算等

を踏まえ、必要に応じて随時に見直す方針。
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「平成２３事業年度一般会計事業計画」（案）の策定に関する基本的考え方

○ 支払基金サービス向上計画は、平成２３～２７年度を対象期間と

する中期計画。そのうち、平成２３年度に取り組むべき事項を記載。

○ 加えて、

① 地方単独医療費助成事業に係る審査支払業務の受託

② 広報の実施

③ コンプライアンスの徹底

④ 監査の実施

など、経常的な業務に関する事項も記載。

○ 理事会の議決が得られた場合には、厚生労働大臣の認可を

申請。
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「平成２３事業年度一般会計事業計画」（案）の全体像

○ 「支払基金サービス向上計画」を着実に実施。

○ なお、「支払基金サービス向上計画」については、平成２２

年度決算等の状況を見極めた上で、関係者の意見を踏まえ、

必要な見直しを検討。
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良質なサービスの提供

（１） 審査の充実のための方策

１ 審査の充実

（２） 審査の充実に向けた数値目標

○ 医科電子点数表を参照して算定ルールに対する適合性を点検する
コンピュータチェックを開始。 【平成２３年４月】

○ 審査の充実に向けた数値目標の達成に向けて、実績を月次で把握し、
その結果を公表。

○ 突合点検及び縦覧点検を順次実施。 【平成２３年４月】

○ 歯科電子点数表を参照して算定ルールに対する適合性を点検する
コンピュータチェックを開始。 【平成２３年７月目途】

○ なお、突合点検及び縦覧点検の実施方法については、あらかじめ、
問題点を明らかにしつつ、関係者の理解を得る。その上で、実施状況を踏まえ、
必要に応じて随時に見直す。
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２ 審査の不合理な支部間差異の解消

（１） 審査委員会の機能の強化

① 「専門分野別ワーキンググループ」等の活用

② 「審査に関する苦情等相談窓口」等の活用

③ 「審査委員長等ブロック別会議」の開催

④ 「審査委員会間の審査照会」の円滑な実施

⑤ 「医療顧問」の配置

（２） 審査委員と職員との連携の強化

（３） 審査の差異に関する分析評価

３ 審査におけるＰＤＣＡサイクルの確立

４ 査定に現れない審査の意義の見える化
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５ 保険者及び医療機関に対するサービスの向上

【平成２３年１０月目途】

【平成２３年７月目途】

（１） 原審査の段階における被保険者資格の点検

（２） オンラインでのデータの提供等に関するメールでの通知

（３） 払込請求書の一本化

６ レセプト電子データ提供事業の実施

７ 地方単独医療費助成事業に係る審査支払業務の受託の拡大

【平成２３年４月】

等



8

効率的な事業運営

１ 効率的な事業運営のための基盤の整備

（１） 審査及び請求支払に係る業務フローの見直し

イイ 電子レセプトに係る職員の審査事務電子レセプトに係る職員の審査事務

○ ブロック中核支部がその他の支部を支援する体制に移行。

ロロ 紙レセプトに係る審査及び請求支払紙レセプトに係る審査及び請求支払

○ 医療機関別から保険者別への仕分け等の業務をブロック中核支部に集約。

【平成２３年６月以降】

○ 保険者が画像データ及びテキストデータを受け取る時期を毎月20日から
毎月10日へ早期化 【平成２３年１１月目途】

○ なお、保険者及び医療機関に対してオンライン化・電子化を働き掛け。

（２） 管理業務の集約
○ 診療報酬に係る資金管理に関する業務を本部に集約。 【平成２３年４月】

（３） 医療事務電算システムの機器更新

（４） 予算及び決算におけるＰＤＣＡサイクルの確立



２ 総コスト削減のための方策

（１） 職員定員の削減

平成１３年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２７年度

６，３２１人 ４，９３４人 ４，８０９人 ４，３１０人

（２） 給与水準の引下げ

（３） コンピュータシステム関連経費の縮減

（４） 支払基金保有宿舎の整理合理化

▲1,387人
（▲21.9%)

▲125人
（▲2.5%)

▲1,512人
（▲23.9%)

▲2,011人
（▲31.8%)
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平成９年度決算 平成２２年度予算 平成２３年度予算 平成２７年度見込み

１０７．２９円 ９０．２４円 ８５．５０円 ８０．００円

全レセプトの平均手数料の引下げ

３ 総コストの削減に向けた数値目標

人件費及び物件費の両面にわたる総コストの削減

平成１３年度決算 平成２２年度予算 平成２３年度予算 平成２７年度見込み

８７６．６億円 ８２５．３億円 ８１２．３億円 ７３７．７億円

４ 手数料水準の引下げ

▲51.3億円
（▲5.9%)

▲13.0億円
（▲1.6%)

▲64.3億円
（▲7.3%)

▲138.9億円
（▲15.8%)

▲17.05円
（▲15.9%)

▲4.74円
（▲5.3%)

▲21.79円
（▲20.3%)

▲27.29円
（▲25.4%)



５ コスト構造の見える化及び手数料体系の見直し

○ コスト構造の見える化を図るため、平成２７年度見込みと
同様に、平成２３年度予算及び平成２２年度決算について、
「事務費収入で賄われる支出に係るコスト構造」を提示。

（１） コスト構造の見える化

○ なお、平成２４年度の手数料をめぐる保険者団体との間での
協議に向けて、コスト構造の見える化の基礎となる職員の
業務量の実績を把握。
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（２） 手数料体系の見直し

○ 現行では、手数料を設定するに当たり、
① 保険者におけるオンライン化を推進しようとする厚生労働省の要請を受けて、

保険者がレセプトを受け取る形態でオンライン分、電子媒体分及び紙媒体分に区分。
② 支払基金の原審査の段階で単月点検しか実施していないため、
医科 ・ 歯科レセプトと調剤レセプトとを区分。
（注） 現行でも、保険者の申出に基づく調剤レセプトの審査に際しては、調剤レセプトについて、
医科・歯科レセプトと同額で手数料を徴収する取扱い。

○ しかしながら、平成２３年４月より、
① 保険者が電子レセプトをオンラインで受け取り。
② 支払基金の原審査の段階で突合点検及び縦覧点検も実施。

○○ コストと手数料との対応関係を明確化するため、手数料の算定方法をコストと手数料との対応関係を明確化するため、手数料の算定方法を
見直す方向で、引き続き、保険者団体と協議。見直す方向で、引き続き、保険者団体と協議。

○○ もっとも、平成２３年度に関しては、保険者団体との間での協議の状況をもっとも、平成２３年度に関しては、保険者団体との間での協議の状況を
踏まえ、現行の手数料体系を前提として、保険者がオンラインで受け取る踏まえ、現行の手数料体系を前提として、保険者がオンラインで受け取る
医科・歯科レセプト及び調剤レセプトに係る手数料単価を改定。医科・歯科レセプト及び調剤レセプトに係る手数料単価を改定。
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現行の手数料体系の問題点

○ 従前、単月点検しか実施していなかったことに伴い、調剤レセプトについては、
医科・歯科レセプトと異なり、審査委員会による原審査の決定の対象としていなかったところ。

○ 平成２３年４月より、突合点検及び縦覧点検も実施することに伴い、調剤レセプトは、
医科・歯科レセプトと同様に、審査委員会による原審査の決定の対象となるところ。

○ このため、今後、調剤レセプトに係る手数料を医科・歯科レセプトに係る手数料と同額に
設定することが論理的。

原審査段階で突合点検及び縦覧点検も

実施する場合（平成23年度）原審査段階で単月点検しか

実施しない場合（平成22年度）
現行の取扱い 見直しの方向性

医科・歯科

レセプト

調剤

レセプト

原審査段階

再審査段階

合計

104.00円

0円

104.00円

原審査段階 47.00円

再審査段階 57.00円

合計 104.00円

再審査段階で保険者の申出に基づいて
調剤レセプトを医科・歯科レセプトと

突合する審査を実施。

保険者団体との間での協議の状況を
踏まえ、現行の手数料体系を
前提として単価を改定。

原審査段階

再審査段階

合計

101.40円

0円

101.40円

原審査段階 44.40円

再審査段階 57.00円

合計 101.40円

原審査段階で保険者の申出に
よらずに調剤レセプトを医科・歯科
レセプトと突合する審査を実施。

（注） レセプト1件当たりの手数料の金額は、保険者が電子レセプトをオンラインで受け取る場合のものである。

原審査段階

再審査段階

合計

85.50円

0円

85.50円

原審査段階

再審査段階

合計

85.50円

0円

85.50円



医療保険制度に貢献する公的な役割

１ レセプト電算処理システムの開発及び運用

２ 電子点数表の作成及び公表

３ 医薬品の適応外使用の事例に関する取扱いの検討

４ 診療報酬改定を始めとする医療保険制度改正に係る円滑な対応

５ 審査支払制度の見直しに関する提言

６ 医療費の動向に関する分析
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その他

１ 広報の実施

２ コンプライアンスの徹底

３ コンピュータシステムの危機管理

４ 監査の実施
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社会保険診療報酬支払基金 
平成２３事業年度一般会計事業計画 

（案） 
 
 

第１ 平成２３年度における事業運営の基本方針 

 

○ 従前は、レセプトの電子化が急速に進展する中で、それに対応した審

査及び請求支払の業務を処理する体制が構築される過渡的な期間であっ

た。これに対し、今後は、レセプトの電子化がおおむね完了する中で、

それに対応した審査及び請求支払の業務を処理する体制が本格的に稼働

する期間である。換言すると、「ＩＴを導入して補助的に活用する仕組み」

から「確立したＩＴを最大限に活用する仕組み」へ転換することとなる。 

 

○  このような中で、社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」とい

う。）は、ＩＴを活用し、社会の要請に応える良質なサービスを提供する

とともに、民間法人としてコスト意識をもって効率的に事業を運営する

など、支払基金の「基本理念」を実現しなければならない。 

 

○  これを踏まえ、「支払基金サービス向上計画（平成２３～２７年度）－

より良いサービスをより安く－」（平成２３年１月１３日）（以下「支払

基金サービス向上計画」という。）を着実に実施するものとする。 

 

 ○ なお、支払基金サービス向上計画については、平成２２年度決算等の

状況を見極めた上で、関係者の意見を踏まえ、必要な見直しを検討する

ものとする。 
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第２ 良質なサービスの提供 

 
 ○ ＩＴを活用し、社会の要請に応える良質なサービスを提供する観点か

ら、平成２３年度には、次のとおり、取り組むものとする。 
 
 １ 審査の充実 
 
 （１）審査の充実のための方策 

 

   イ コンピュータチェックの充実 

 

○ 原審査の充実に向けて、今後とも、チェックマスターを活用し

たコンピュータチェックの対象を段階的に拡大するものとする。 

 

○ また、平成２３年４月より、医科電子点数表を参照して算定ル

ールに対する適合性を点検するコンピュータチェックを開始する

とともに、平成２３年７月を目途に、歯科電子点数表を参照して

算定ルールに対する適合性を点検するコンピュータチェックを開

始するものとする。 

 

   ロ 突合点検及び縦覧点検の実施 

 

○ 原審査の充実に向けて、平成２３年４月より、従前の単月点検

のほか、新規の突合点検及び縦覧点検を順次実施するものとする。 

 

    ○ なお、突合点検及び縦覧点検の実施方法については、あらかじ

め、問題点を明らかにしつつ、関係者の理解を得るものとする。

その上で、実施状況を踏まえ、必要に応じて随時に見直すものと

する。 
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（２）審査の充実に向けた数値目標 

 

   イ 原審査査定点数に占めるコンピュータチェックの寄与率に関する 

数値目標 

 

○ 医科電子レセプトに係る原審査査定点数のうち、コンピュータ 

チェックを契機とする部分の比率については、コンピュータチェ

ックの充実を図ることにより、平成２７年度中に７割程度とする

ことを目指すものとする。 

 

    ○ その達成に向けて、平成２３年度にも、実績を月次で把握し、

その結果を公表するものとする。 

 

   ロ 突合点検分及び縦覧点検分の査定件数及び査定点数に関する数値 

目標 

 

○ 突合点検及び縦覧点検については、従前、再審査の段階で保険

者（公費負担医療の実施機関を含む。以下同じ。）の申出又は再審

査請求に基づいて実施していたが、今後、原審査の段階で実施す

ることとなる。 

 

○ これを踏まえ、平成２７年度には、 

    ① 突合点検分については、 

     ⅰ 原審査請求件数１万件当たりの査定件数を１００件程度 

     ⅱ 原審査請求点数１万点当たりの査定点数を１２点程度 

    ② 縦覧点検分については、 

     ⅰ 原審査請求件数１万件当たりの査定件数を３５件程度 

     ⅱ 原審査請求点数１万点当たりの査定点数を５点程度 

    とすることを目指すものとする。 

 

○ その達成に向けて、平成２３年度にも、実績を月次で把握し、

その結果を公表するものとする。 
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  ハ 保険者の再審査請求件数に関する数値目標 

 

○ 原審査の充実を図る結果として、原審査請求件数１万件当たり

の保険者の再審査請求件数を平成２７年度中に４５件程度とする

ことを目指すものとする。 

 

    ○ その達成に向けて、平成２３年度にも、実績を月次で把握し、

その結果を公表するものとする。 

 

   ニ 原審査の見落し率に関する数値目標 

 

○ 平成２０～２３年度を対象期間とする「新・審査充実計画」（平

成２０年７月２３日）に基づき、原審査の見落し率、すなわち、

全査定点数に占める再審査査定点数の割合を平成２３年度中に 

１０％程度とすることを目指すものとする。 

 

    ○ その達成に向けて、引き続き、実績を月次で把握し、その結果

を公表するものとする。 

 

  ホ ＤＰＣレセプトの審査返戻率の把握及び公表 

 

○ ＤＰＣレセプトの審査返戻率については、引き続き、実績を月 

次で把握し、その結果を公表するものとする。 
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 ２ 審査の不合理な差異の解消 

 

 （１）審査委員会の機能の強化 

 

○ 不合理な支部間差異の解消に向けて、審査委員会の機能を強化す

るため、引き続き、次に掲げる方策を着実に実施するものとする。 

     

① 「専門分野別ワーキンググループ」等を活用することにより、 

保険診療ルールの疑義に関する暫定的な医学的見解等を検討する。 

 

    ② 「審査に関する苦情等相談窓口」等を活用することにより、審 

査に関する保険者及び医療機関（薬局を含む。以下同じ。）の照会

に迅速に回答する。 

 

    ③ 「審査委員長等ブロック別会議」を開催する。 

 

    ④ 「審査委員会間の審査照会」を円滑に実施する。 

 

    ⑤ 平成２３年６月の審査委員改選時を目途に、「医療顧問」を全支

部に配置することを目指す。 

 

 （２）審査委員と職員との連携の強化 

 

○ 不合理な支部間差異の解消に向けて、審査委員の審査を補助する

職員の審査事務を通じて審査委員と職員との連携を強化するため、

職員の審査事務に係る能力の向上に資するよう、引き続き、次に掲

げる方策を着実に実施するものとする。 

 

①  本部及び各支部が一体となって研修の充実等を通じた人材の育

成に取り組む。 

 

② 職員の審査事務の実績が低調である支部に対しては、本部によ

る指導及び支援を重点的に実施する。 

 

○ また、引き続き、審査委員会会期中の時間外又は休日においても、 

職員が審査委員を補助する体制を確保するものとする。 
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 （３）審査の差異に関する分析評価 

 

○ 引き続き、コンピュータチェックに係るデータを活用して審査の 

差異に関する分析評価に取り組むものとする。 

 

 ３ 審査におけるＰＤＣＡサイクルの確立 

 

  ○ 今後、職員の審査事務及び審査委員の審査について、過程及び実績

を把握し、それらの分析評価の結果を審査の標準化による審査の充実

のために活用するものとする。 

 

 ４ 査定に現れない審査の意義の見える化 

 

○ 保険診療ルールに適合する診療行為の確保に向けて、引き続き、不

適正なレセプトが多く見受けられる医療機関に対しては、審査委員会

より、面談、文書等を通じて改善を要請し、適正なレセプトの提出を

働き掛けるものとする。 

 

  ○ このような査定に現れない審査の意義の見える化を図るため、引き 

続き、審査委員会が医療機関に対して適正なレセプトの提出を働き掛 

ける取組みの効果を定量的に示すものとする。 

 

○ また、引き続き、ピアレビューを実施する審査委員会の存在がそれ 

自体で医療機関による不適正なレセプトの提出を抑制する効果を定量

的に示すための方策を検討するものとする。 
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 ５ 保険者及び医療機関に対するサービスの向上 

 

 （１）原審査の段階における被保険者資格の点検 

 

   ○ 被保険者資格の点検をめぐる保険者及び医療機関の事務処理負担

が軽減されるよう、平成２３年１０月を目途に、医療機関によって

提出された電子レセプトについて、保険者に対する診療報酬の請求

に先立ち、原審査の段階において、保険者に対し、データを提供し

て被保険者資格の点検を求めることにより、被保険者資格の不備が

確認された場合には、医療機関に対する返戻の対象とする仕組みを

構築するものとする。 

 

 （２）オンラインでのデータの提供等に関するメールでの通知 

   

○ オンラインで電子レセプトを提出する医療機関及びオンラインで

電子レセプトを受け取る保険者を支援するため、平成２３年７月を

目途に、オンラインでのデータの提供の日程、コンピュータシステ

ムの障害の発生の状況等をメールで通知する仕組みを構築するもの

とする。 

 

 （３）払込請求書の一本化 

 

   ○ 診療報酬、出産育児一時金、電子証明書発行・更新料、レセプト

電子データ提供料等について、保険者が合算して振り込むことを可

能とするため、平成２３年４月より、払込請求書を一本化するもの

とする。 

 

 （４）保険者団体、診療担当者団体等との間での打合せ会の開催 

 

   ○ 本部のほか、各支部においても、保険者団体、診療担当者団体等

との間で打合せ会を開催するに当たっては、引き続き、支払基金の

取組みを分かりやすく説明するとともに、今後、保険者団体、診療

担当者団体等の要望を組織的に共有してその後の事業運営に的確に

反映するものとする。 
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（５）苦情や相談に際しての迅速かつ懇切丁寧な対応 

 

○ 引き続き、各支部のほか、本部においても、保険者や医療機関の

苦情や相談に際しては、迅速かつ懇切丁寧に対応するとともに、必

要に応じ、それらの内容を組織的に共有してその後の事業運営に的

確に反映するものとする。 

 

 ６ レセプト電子データ提供事業の実施 

 

○ 保険者のニーズに応えるため、引き続き、レセプト電子データ提供

事業を実施するものとする。 

 

  ○ その価格については、従前における収支の実績及び今後における収

支の見込みを踏まえ、当面、現行のとおり、据え置くものとする。 

 

７ 地方単独医療費助成事業に係る審査支払業務の受託の拡大 
 
  ○ 地方単独医療費助成事業に係る審査支払業務の受託の拡大に向けて、

引き続き、本部及び各支部が一体となって地方公共団体に対する働き掛

けを強化するものとする。 
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第３ 効率的な事業運営 

 

  ○ 民間法人としてコスト意識をもって効率的に事業を運営する観点から、

平成２３年度には、次のとおり、取り組むものとする。 

 

 １ 効率的な事業運営のための基盤の整備 

 

（１） 審査及び請求支払に係る業務フローの見直し 

 

   イ 電子レセプトに係る職員の審査事務 

 

    ○ 各支部で専門医を審査委員として配置することが困難であるよ

うな専門的な診療科等に属する電子レセプトについては、平成 

２３年度中を目途に、ブロック中核支部がその他の支部における

職員の審査事務を支援する体制に移行するものとする。 

 

○ なお、今後とも、本部においても、各支部に対し、 

①  月次での審査実績の分析評価 

②  審査の充実のための方策の検証 

③  職員の派遣による実践的な指導を通じた職員の審査事務に係

る能力の向上 

など、職員の審査事務を支援する機能を強化するものとする。 
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   ロ 紙レセプトに係る審査及び請求支払 

 

○ 紙レセプトに係る審査及び請求支払については、紙レセプトの

大幅な減少に対応して業務を効率的に処理するため、平成２３年

６月以降段階的に、次に掲げる業務フローに移行するものとする。 

 

①  医療機関所在地の支部において、紙レセプトの審査を電子レ

セプトの審査に優先して実施した上で、紙レセプトをブロック

中核支部に送付する。 

 

②  ブロック中核支部において、紙レセプトについて、医療機関

別から保険者別への仕分け、請求支払データの作成、画像デー

タの取得及びテキストデータの作成を実施した上で、東京、大

阪及び神奈川の３支部に送付する。 

 

③ 東京、大阪及び神奈川の３支部において、紙レセプトを保険

者に送付する。 

 

    ○ これに伴い、平成２３年１１月を目途に、画像データ及びテキ

ストデータの提供を希望する保険者に対し、すべての紙レセプト

について、画像データ及びテキストデータを受け取る時期を毎月

２０日から毎月１０日へ早期化するものとする。 
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    ○ なお、レセプトの電子化を促進するため、引き続き、保険者団

体及び診療担当者団体と連携しつつ、本部及び各支部が一体とな

って次に掲げる方策を着実に実施するものとする。 

 

     ① 紙レセプトから電子レセプトへの移行を猶予する期間が満了

する医療機関に対しては、紙レセプトから電子レセプトへの円

滑な移行を働き掛ける。 

 

     ② オンラインで電子レセプトを提出する医療機関に対しては、

厚生労働省と協議しつつ、返戻に際しての再請求のオンライン

化を働き掛ける。 

 

     ③ 平成２３年４月における電子レセプトの受取りのオンライン

化にもかかわらず、電子媒体又は紙媒体で電子レセプトを受け

取る保険者（公費負担医療の実施機関を除く。）が残存する場合

には、当該保険者に対しては、電子レセプトの受取りのオンラ

イン化を働き掛ける。 

 

     ④ 紙媒体で連名簿を受け取る公費負担医療の実施機関に対して

は、厚生労働省と協議しつつ、電子レセプトの受取りのオンラ

イン化を働き掛ける。 

 

     ⑤ オンラインで電子レセプトを受け取る保険者に対しては、再

審査請求のオンライン化を働き掛ける。 
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 （２）管理業務の集約 

 

○ 全国組織としての一体性を発揮し、本部及びブロック中核支部の

機能を強化するとともに、ブロック中核支部以外の支部組織をスリ

ム化するため、次に掲げる管理業務の集約を実施するものとする。 

 

① 診療報酬に係る出納管理、債権管理等を内容とする資金管理に 

関する業務については、平成２３年４月より、各支部で処理する

体制から本部で処理する体制へ移行する。 

 

② 現行では、各支部で処理されている、庶務及び会計に関する業 

務のうち、可能なもの（支部広報誌の発行等）については、平成

２３年度以降段階的に、本部又はブロック中核支部で処理する体

制に移行する。 

 

 （３）医療事務電算システムの機器更新 

 

○ 平成２４年度中を目途とする医療事務電算システムの機器更新の

実施に向けて、サーバ等のハードウェアの調達及び設置など、必要

な準備を進める。 

 

 （４）予算及び決算におけるＰＤＣＡサイクルの確立 

 

○ 予算及び決算におけるＰＤＣＡサイクルの確立に向けて、一般会

計の収支について、平成２３年度にも、平成２２年度予算と平成 

２２年度決算との異同に関する分析評価を実施し、その結果を平成

２３年度予算の執行及び平成２４年度予算の編成に的確に反映する

ものとする。 
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 ２ 総コストの削減のための方策 

 

  ○ 今後とも、事業の運営に真に必要な経費を確保しつつ、人件費及び

物件費の両面にわたる総コストの削減に取り組むものとする。 

 

 （１）職員定員の削減 

 

○ 一般会計の職員定員について、平成２７年度には、 

①  ピーク時の平成１３年度（６，３２１人）と比較して 

▲ ３１．８％（▲２，０１１人） 

②  直近の平成２２年度（４，９３４人）と比較して▲１２．６％

（▲６２４人） 

に相当する４，３１０人となるよう、段階的に削減するものとする。 

 

   ○ このため、平成２３年度には、平成２２年度と比較して▲１２５

人に相当する４，８０９人となるよう、削減するものとする。 

 

   ○ なお、定年退職者の不補充にとどまらない職員定員の削減を実現

するとともに、組織の活性化を図るため、平成２３年度以降、早期

退職制度を創設するものとする。 

 

 （２）給与水準の引下げ 

 

○ 職員の給与について、直近の平成２１年度に１０６．０（対平成

２０年度比▲０．９）となったラスパイレス指数がおおむね１００

となるよう、所要の経過措置を講じて給与水準の引下げを図るもの

とする。 

 

○ このため、平成２３年度には、平成２２年度におけるラスパイレ

ス指数の動向を見極めた上で、給与水準の引下げに関する成案を得

るため、必要な作業を進めるものとする。 
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 （３）コンピュータシステム関連経費の縮減 

 

○ 引き続き、医療事務電算システムの開発及び運用のために必要な

経費を確保しつつ、 

    ① 新規のコンピュータシステムの開発について、一般競争入札で 
業者を選定すること 

② 随意契約によらざるを得ない既存のコンピュータシステムの改 
修について、第三者機関による監査を実施すること 

    ③ 予算を執行する過程で見積りを精査すること 
等により、コンピュータシステム関連経費を縮減するものとする。 

 
   ○ とりわけ、平成２４年度中を目途とする医療事務電算システムの

機器更新の実施に際しては、 
    ① ハードウェアの設置及び保守 

② ソフトウェアの開発及び保守 
③ 運用管理サービス 
④ センターホスティングサービス 
等を分離した上で、それぞれコストを最小化するために適切な手法

を選択して調達を実施するため、必要な作業を進めるものとする。 
 
 （４）支払基金保有宿舎の整理合理化 

 

○ 支払基金保有宿舎は、平成２３年１月現在、１８６棟８４４戸と 

なっているが、そのうち、１３０棟４２５戸について、平成２２～

２７年度の間に段階的に、廃止又は自前宿舎から借上宿舎への移行

の対象とするものとする。 

 

○ このため、平成２３年度にも、 

   ① 全戸が空戸となっているもの 

② 全戸の半分以上が恒常的に空戸となっているもの 

③ 一戸建てのもの 

について、順次、市場の実勢にかんがみ、適正な価格での売却を進

めるものとする。 
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 ３ 総コストの削減に向けた数値目標 

 
○ 一般会計の支出について、平成２７年度には、 

  ① ピーク時の平成１３年度決算（８７６．６億円）と比較して 

▲１５．８％（▲１３８．９億円） 

   ② 直近の平成２２年度予算（８２５．３億円）と比較して 

▲１０．６％（▲８７．６億円） 

   に相当する７３７．７億円以下とすることを目指すものとする。 

 

 ○ その達成に向けて、平成２３年度予算では、平成２２年度予算と比

較して▲１．６％（▲１３．０億円）に相当する８１２．３億円とす

るものとする。 

 

（注） 各金額については、レセプト電子データ提供事業に係る支出及び積立預金

の利子の繰入れを計上していない。 

 

 ４ 手数料水準の引下げ 

 

○ 全レセプトの平均手数料について、平成２７年度には、 

   ① ピーク時の平成９年度決算（１０７．２９円）と比較して 

    ▲２５．４％（▲２７．２９円） 

   ② 直近の平成２２年度予算（９０．２４円）と比較して▲１１．３％

（▲１０．２４円） 

   に相当する８０．００円以下とすることを目指すものとする。 

 

  ○ その達成に向けて、平成２３年度予算では、平成２２年度予算と比

較して▲５．３％（▲４．７４円）に相当する８５．５０円とするも

のとする。 
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 ５ コスト構造の見える化及び手数料体系の見直し 

 

 （１）コスト構造の見える化 

 

○ コスト構造の見える化を図るため、支払基金サービス向上計画中 

の「平成２７年度における事務費収入で賄われる支出に係るコスト

構造の見込み」と同様に、平成２３年度には、 

①  「平成２３年度予算における事務費収入で賄われる支出に係る

コスト構造の見込み」 

② 「平成２２年度決算における事務費収入で賄われる支出に係る

コスト構造の実績」 

を示すものとする。 

 

   ○ なお、平成２４年度の手数料をめぐる保険者団体との間での協議

に向けて、コスト構造の見える化の基礎となる職員の業務量の実績

を把握するものとする。 
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 （２）手数料体系の見直し 

 

   ○ 現行では、手数料を設定するに当たり、保険者におけるオンライ

ン化を推進しようとする厚生労働省の要請を受けて、保険者がレセ

プトを受け取る形態でオンライン分、電子媒体分及び紙媒体分に区

分するとともに、支払基金の原審査の段階で単月点検しか実施して

いないため、医科・歯科レセプトと調剤レセプトとを区分する取扱

いとしている。 

 

○ しかしながら、平成２３年４月より、保険者（公費負担医療の実

施機関を除く。）がオンラインで電子レセプトを受け取るとともに、

支払基金の原審査の段階で突合点検及び縦覧点検も実施することと

なる。 

 

○ これを踏まえ、コストと手数料との対応関係を明確化するため、

手数料体系を見直す方向で、引き続き、保険者団体と協議するもの

とする。 

 

  ○ もっとも、平成２３年度に関しては、保険者団体との協議の状況

を踏まえ、現行の手数料体系を前提として、保険者がオンラインで

受け取る医科・歯科レセプト及び調剤レセプトに係る手数料単価を

改定するものとする。 

 

○ なお、医科・歯科レセプトと調剤レセプトとの区分については、

現行でも、再審査の段階で保険者の申出に基づいて調剤レセプトの

審査を実施する場合には、調剤レセプトについて、医科・歯科レセ

プトと同額で手数料を徴収する取扱いとしていることにかんがみる

と、原審査の段階で突合点検を実施する以上、調剤レセプトに係る

手数料を医科・歯科レセプトに係る手数料と同額に設定することが

論理的である。 

 

  ○ このような現行の手数料体系の問題点については、あらゆる機会

を通じて保険者に対する説明に努力するものとする。 
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第４ 医療保険制度に貢献する公的な役割 

 

 １ レセプト電算処理システムの開発及び運用 

 
○ 引き続き、レセプト電算処理システムの開発及び運用について、主

導的な役割を果たすものとする。 
 

 ２ 電子点数表の作成及び公表

 

○ 引き続き、医科電子点数表及び歯科電子点数表を継続的に更新する 

ものとする。 

 

 ３ 医薬品の適応外使用の事例に関する取扱いの検討 

 

○ 平成２２年１０月における厚生労働省の要請を受けて、審査情報提

供検討委員会での協議を通じ、医薬品の適応外使用の事例に関する取

扱いを検討し、平成２３年度中を目途に、結論を得るものとする。 

 

 ４ 診療報酬改定を始めとする医療保険制度改正に係る円滑な対応 

 

○ 引き続き、診療報酬改定を始めとする医療保険制度改正に円滑に対

応するため、レセプト電算処理システムの基盤となるデータベース等

を継続的に更新するものとする。 

 

５ 審査支払制度の見直しに関する提言 

 
○ 引き続き、保険者と医療機関との間で公正に事業を運営しなければ

ならない独立の第三者機関として、必要に応じ、審査支払制度の見直

しを厚生労働省に提言するものとする。 

 

 ６ 医療費の動向に関する分析 

 

  ○ 引き続き、審査支払機関として審査の充実を図るとともに、厚生労

働省のほか、保険者及び医療機関を始めとする関係者のニーズに応え

るため、医療費の動向に関する分析に取り組むものとする。 
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第５ その他 

 
１ 広報の実施 
 

○ 支払基金の事業運営に対する国民の信頼が確保されるよう、 

①  記者会見 

②  プレスリリース 

③  ホームページ 

④  広報誌 

等を通じ、支払基金の取組みに関する広報を分かりやすく実施するも

のとする。 

 

 ２ コンプライアンスの徹底 
 
  ○ 引き続き、「コンプライアンスの手引き」の活用、「情報セキュリテ

ィポリシー」の厳格な運用等により、コンプライアンスの徹底を図る

ものとする。 
 
３ コンピュータシステムの危機管理 

 

  ○ 可能な限り、コンピュータシステムの障害の発生を未然に防止する

ため、点検、監視等の措置を確実に実施するものとする。 

 

○ 万一の場合におけるコンピュータシステムの障害の発生に際しては、

迅速な復旧を通じた事業の継続が可能となるよう、所定のマニュアル

に従って的確に対応するとともに、保険者及び医療機関を始めとする

関係者に対し、必要な情報を提供するものとする。 

 

  ○ なお、平成２４年度中を目途とする医療事務電算システムの機器更

新の実施に向けて、平成２３年度には、コンピュータシステムの障害

の発生に際してのトラブルの回避のためのデータのバックアップの手

法を検討するものとする。 
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 ４ 監査の実施 
  
  ○ 事業運営の透明性を確保するため、引き続き、内部監査及び監事監

査のほか、公認会計士監査を実施するものとする。 
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16

２ 平成23事業年度一般会計収入支出
予算について



平成23事業年度一般会計収入支出予算の基本的考え方

17

○ 平成２３事業年度は
「支払基金サービス向上計画（平成２３～２７年度）」に基づき
予算を編成

① 必要経費の確保（審査の充実に必要な経費）
・ コンピュータチェックの充実等のためのシステム整備経費を計上
・ 医療顧問の設置のための経費を計上

② 総コストの削減
・ 人件費の削減

職員定数の削減（▲125人）及び管理職手当の引下げ等
・ 物件費の削減

紙レセプト処理経費の減及び保有宿舎の整理合理化の推進等

③ 積立金の取り崩し
・ 「別途積立預金」を平成２４年度中、「ＩＴ化推進経費積立預金」を
平成２７年度中におおむね取り崩す、という方針に基づき、必要額を
受入れ計上



収入

雑収入 41億円 雑収入 32億円

平成22年度
847億円 ▲19億円

（▲2.2％）

▲9億円
（▲22.0％）

＋10億円
（+38.5％）

平成23年度
828億円

▲20億円
（▲2.6％）
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受入金 26億円

事務費収入

780億円

受入金 36億円

事務費収入

760億円

・別途積立預金からの受入 32億円

・ＩＴ化推進経費積立預金からの受入 4億円

・レセプト電子データ提供収入
18億円（▲11億円）

・利子収入 2億円（ ▲4億円）
・その他の収入 12億円（ ＋6億円）

不動産処分収入 5.7億円（＋5.5億円）

※ １千万円単位四捨五入



事務費収入
平成22年度
780億円

平成23年度
760億円

▲20億円
（▲2.6％）

19

収入 36億円
件数 38百万件

収入 744億円

件数 826百万件

22年度実績見込件数

831百万件

＋8億円
（+22.2％）

① 医療保険分等（地単分以外）の取扱見込件数は、平成19年度、20年度、21年度
の対前年度伸び率の平均（1.3％増）を22年度実績見込件数に乗じて算出した。
② 医療保険分等の収入額は、事務費単価引下げにより減収となる。
③ 基金の自助努力である地単分は、受託拡大により収入増となる。

▲27億円
（▲3.6％）

収入 44億円
件数 46百万件

収入 717億円

件数 843百万件

23年度単価引下げ
による影響額
▲42.2億円

医療保険分等

地単分

※ １千万円単位四捨五入



支出
平成22年度

847億円

平成23年度

828億円
▲19億円
（▲2.2％）

▲18億円

（▲4.3％）

▲7億円

（▲2.4％）

▲1億円

（▲7.1％）
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役員会費・施設費・積立金・予備費

14 億円

業務経費
297億円

審査委員会費
114億円

給与諸費
421億円

業務経費
290億円

審査委員会費
122億円

給与諸費
403億円

役員会費・施設費・積立金・予備費
１3億円

・施設費 ▲0.2億円
（宿舎売却に伴う修繕費用の減）

・積立金 ▲0.2億円

※ １千万円単位四捨五入

＋8億円

（+7.0％）



給 与 諸 費
平成22年度 平成23年度

給与諸費
421億円

21

給与諸費
403億円

▲ 18億円

（▲4.3％）

○ １８億円減の内訳
・定員削減による減（▲125人） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲10.4億円
・管理職ポスト等削減による減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲1.7億円
（管理職ポスト等の削減 : 部長▲１、課長▲10、係長▲74、班長▲62)
（管理職手当の削減 : ▲5.2％）
・健康保険料労使折半による減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲0.3億円
・２２年度給与改定分の反映による減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲5.4億円
・常勤審査委員（医療顧問）の審査委員会費への振替による減・・・・・・▲6.9億円
・社会保険料率の変更等による増・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ＋6.5億円
（健康保険料＋0.3億円、厚生年金保険料＋0.6億円、労働保険料＋0.9億円 など）

※ １千万円単位四捨五入



審査委員会費

平成22年度 平成23年度

審査委員会費
122億円審査委員会費

114億円

＋8億円

（＋7．0％）

○ ８億円増の内訳
・医療顧問の設置等による増 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ＋14億円
（常勤審査委員（70人）、主任審査委員（30人）を振替）

・主任審査委員から医療顧問への振替等による審査委員手当の減・・・▲6億円

22※ １千万円単位四捨五入



業務経費

▲2億円（▲5.4％）

平成22年度

297億円

平成23年度

290億円▲7億円

（▲2.4％）

消費税 27億円 消費税 26億円

▲5億円（▲23.8％）

退職給付引当預金への繰入

35億円

退職給付引当預金への繰入
37億円

一般業務経費
214億円

23

その他経常経費

56億円

システム関連経費

156億円 システム関連経費

164億円 （+8億円）

その他経常経費

50億円（▲6億円）

＋2億円(＋0.9％）

※ １千万円単位四捨五入

一般業務経費
212億円

レセプト電子データ提供経費
16億円

レセプト電子データ提供経費
21億円

▲1億円（▲3.7％）



一般業務経費
平成23年度
214億円

平成22年度
212億円 ＋2億円

（0.9％）
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その他経常経費
56億円

委託経費
18億円

開発等経費
64億円

維持管理経費
74億円

維持管理経費
83億円

開発等経費
66億円

委託経費
15億円

その他経常経費
50億円

▲3億円
(▲16.7%)

・通信費 8.5億円
・事務用備品・消耗品費 5.4億円
・水道光熱費 5.8億円
・建物賃借料 7.4億円
・事務所等維持管理費 6.6億円
・公租公課 2.6億円
・臨時職員 5.9億円 など

・紙レセ減少によるアウトソーシングの減
（▲3.6億円）

・機器使用料 34.0億円（＋0.2億円）
・保守・運用経費 31.8億円（＋6.0億円）
・計算センター経費 17.4億円（＋2.6億円）

●システム関連経費：156億円 ●システム関連経費：164億円

（+8億円 +5.1％）

＋2億円
(＋3.1%)

＋9億円
(+12.2%)

シ
ス
テ

ム
関

連

経

費

シ
ス
テ

ム
関

連

経

費

・電子レセプト関連開発経費
52.4億円（＋11.1億円）

・請求支払計算システム等改修経費
6.7億円 （▲2.3億円）

・システム基盤整備経費
7.0億円 （▲6.2億円）

▲6億円
(▲10.7%)

※ １千万円単位四捨五入



平成２３年度の予算における事務費収入で賄われる支出に係るコスト構造の見込み

【参考】

25
（注） 単価については、１銭未満の端数を切り捨てている。

　　全レセプト（８８９，１７３千件）

電子レセプト
（７９１，１９４千件）

紙レセプト
（９７，９７８千件）

コスト
（億円） 557.1 499.0 58.1

単価
（円） 62.65 63.06 59.31

コスト
（億円） 137.8 73.2 64.7

単価
（円） 15.50 9.24 66.00

コスト
（億円） 65.4

単価
（円） 7.35

コスト
（億円） 760.3 － －

単価
（円） 85.50 79.66 132.66

管理業務
65.4

7.35

全業務

区分

現業業務

審査業務

請求支払業務
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３ 支払基金事務組織(本部・支部)の
見直しについて



１．本部組織体制の見直しについて

（１） 基本的な考え方

「支払基金サービス向上計画」に基づき、資金管理業務及び
債権譲渡・差押等に関する業務を本部に一元化することに伴い、
本部での処理体制を整備するほか、支払基金全体の管理運営
機能の強化等を図ることを目的として、本部組織体制の必要な
見直しを行う。

「支払基金サービス向上計画」に基づき、資金管理業務及び
債権譲渡・差押等に関する業務を本部に一元化することに伴い、
本部での処理体制を整備するほか、支払基金全体の管理運営
機能の強化等を図ることを目的として、本部組織体制の必要な
見直しを行う。

※ 「支払基金サービス向上計画」

第５ 効率的な事業運営
１ 効率的な事業運営のための基盤の整備
（２） 管理業務の集約
① 診療報酬に係る出納管理、債権管理等を内容とする資金管理に関す
る業務については、平成２３年４月、各支部で処理する体制から本部で
処理する体制へ移行する。

※ 「支払基金サービス向上計画」

第５ 効率的な事業運営
１ 効率的な事業運営のための基盤の整備
（２） 管理業務の集約
① 診療報酬に係る出納管理、債権管理等を内容とする資金管理に関す
る業務については、平成２３年４月、各支部で処理する体制から本部で
処理する体制へ移行する。
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（２） 本部組織再編の概要

28

事業費管理室の設置

平成２３年度から資金管理業務（診療報酬の請求・支払・収納）
及び債権譲渡・差押等に関する業務を本部に一元化することから、
これらの業務処理を行う「事業費管理室」を事業統括部に設置。
なお、この設置に伴い「経理部管理課」を廃止。

事業統括部 経理部

事
業
費
管
理
室

事
業
推
進
室

分
析
評
価
室

管
理
課

管
理
課

会
計
課

契
約
課

経
理
課

廃止

新設



（３） 本部事務組織体制

（現行） （改正）

総 務 部

職 員 部

経 理 部

高齢者医療部

退職者医療・介護保険部

監 査 室

研 修 セ ン タ －

シ ス テ ム 部

審 査 企 画 部

電子レセプト審査支援室

特別審査委員会室

事 業 統 括 部

事 業 推 進 室

分 析 評 価 室

10部 6室

経 営 企 画 会 議

10部 7室

1 0 部 6 室 か ら
1 0 部 7 室体制へ

経 営 企 画 部

広 報 室

経 営 企 画 会 議

総 務 部

研 修 セ ン タ －

職 員 部

経 理 部

経 営 企 画 部

広 報 室

事 業 統 括 部

分 析 評 価 室

事 業 推 進 室

事業費管理室

審 査 企 画 部

電子レセプト審査支援室

特別審査委員会室

シ ス テ ム 部

高齢者医療部

退職者医療・介護保険部

監 査 室
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２．支部事務組織体制の見直しについて

（１） 支部体制のあり方

平成２３年度から全国組織である支払基金の機能を最大限に発揮

するためブロック内の中核支部が中心となり運営する体制（１１中核

支部３６支部体制）に移行し、一層の業務の合理化・効率化を推進。

・ 支部業務の効率的
運用のための企画

・ 運用・実績のチェック
と指導

本 部 支 部

連携

中核支部

支 部

支部支援・指導監督的組織 審査支払業務の運用 現業組織

役割分担の明確化
（支部間の協力体制の強化）

６
ブ
ロ
ッ
ク

支 部

支 部
サポート
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（２） １１中核支部－３６支部制

北海道・東北ブロック

北海道

宮城

青森

岩手

秋田

山形

福島

関東・甲信越ブロック

埼玉

千葉

茨城

栃木

群馬

新潟

山梨

長野

中部ブロック

愛知 富山

石川

岐阜

静岡

三重
神奈川

東京

近畿ブロック

兵庫

大阪

滋賀

京都

奈良

和歌山

中国・四国ブロック

広島

鳥取

島根

岡山

山口

徳島

香川

愛媛

高知
31

九州・沖縄ブロック

福岡
佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

福井



（３） 役割の明確化

「中核支部」は、
支部としての役割を従前どおり的確に果たすとともに、ブロック
の中心として、ブロック内支部の事業運営をサポートし支部間の
連携・強化を図るほか、中小支部の紙レセプトを集約して請求・
支払業務を行う。

中核支部

「支部」は、
支部が所在する県内の保険者や医療機関等の関係者に対し
て、良質なサービスを提供するとともに、意見や要望についても
真摯に受け止め迅速かつ懇切丁寧に対応を行う。

支 部
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（４） 支部組織のスリム化

職員定員削減に併せ、平成２２年度から段階的に小支部の

組織体制をスリム化（４課体制から３課体制へ再編）

▲ ４部 ▲１６課
平成２２年度

平成２２年度に引き続き、事務組織のスリム化を図る

▲２部 ▲１３課 ▲２副長 ▲７７係 ▲６８班

平成２３年度
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４ 新しい画面審査システムについて



支払基金サービス向上計画

35

➢ 平成２３年１月１３日、支払基金は、平成２３年度～２７年度を
対象期間とする「支払基金サービス向上計画」を発表

➢ この中で、審査の充実のための方策として、
① コンピュータチェックの充実
② 突合点検及び縦覧点検の実施
などを明記

➢ また、突合点検及び縦覧点検に関しては、職員の審査事務
及び審査委員の審査を円滑に実施するため、平成２２年度中
に、ワイド画面を活用した画面審査システムへ移行することに
ついても言及



新しい画面審査システム

36

➢ 支払基金では、医療機関や薬局から提出された電子レセプト
の内容をパソコンの画面に表示して審査（＝画面審査システム）

➢ 単月点検では、患者ごとにレセプト１件分の情報を表示
➢ しかし、突合点検では、当該患者に係る医療機関のレセプトと
薬局のレセプトを、また、縦覧点検では当該患者に係る当月の
レセプトと過去のレセプトを、それぞれ同時に表示する必要

➢ 上記の理由から、平成２２年度中にディスプレイを更新し、
平成２３年４月より新しい画面審査システムを稼動



ワイド画面を活用した画面審査システム

次に掲げる理由に基づき、画面審査システムを更新するに当たっては、

２４インチのワイド画面を採用

① 近時、ディスプレイの主流を占めるため、調達が容易であること。

② 複数のレセプトを同一の画面で表示することが可能であるため、
見やすいこと。

③ 高点数のレセプトに添付される日計表（＝投薬、注射、処置及び手術
の区分ごとに各薬剤の日々の使用量を記載した資料）をスクロールなしで
一覧的に表示することが可能であるため、操作が容易であること。

④ 設置に必要な面積が少ないこと。

⑤ 電源が一つであるため、消費電力が少ないこと。
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医科入院外レセプトと調剤レセプトとの突合点検の画面イメージ医科入院外レセプトと調剤レセプトとの突合点検の画面イメージ
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医科の縦覧点検の画面イメージ医科の縦覧点検の画面イメージ
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参 考

40

突合点検・縦覧点検について



突合点検・縦覧点検とは

突合点検

処方せんを発行した病院又は診療所に係る医科・歯科

レセプトと調剤を実施した薬局に係る調剤レセプトとを

患者単位で照合する審査

縦覧点検

同一の医療機関が同一の患者に関して月単位で提出

したレセプトを複数にわたって照合する審査

41



【参考】突合点検・縦覧点検のイメージ

２月
今月審査分

１月

１２月

１１月

１０月

９月

８月
過去６ヶ月

１２月分
入 院
レセプト

１２月分
入 院
レセプト

１２月分
入院外
レセプト

１２月分
入院外
レセプト

１２月分
調剤
レセプト

１２月分
調剤
レセプト

８月分
入院外
レセプト

８月分
入院外
レセプト

８月分
調剤
レセプト

８月分
調剤
レセプト

９月分
入院外
レセプト

９月分
入院外
レセプト

９月分
調剤
レセプト

９月分
調剤
レセプト

審査は今月の請求に
対して行う

７月分
入院外
レセプト

７月分
入院外
レセプト

７月分
調剤
レセプト

７月分
調剤
レセプト

１１月分
入院外
レセプト

１１月分
入院外
レセプト

１１月分
調剤
レセプト

１１月分
調剤
レセプト

参
照
レ
セ
プ
ト

突合点検

縦
覧
点
検

１月分
入 院
レセプト

１月分
入 院
レセプト

１月分
入院外
レセプト

１月分
入院外
レセプト

１月分
調剤
レセプト

１月分
調剤
レセプト
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突合点検・縦覧点検をめぐる経緯

○ 突合点検・縦覧点検の実施は、かねてからの懸案
・ 「サービスの向上と業務効率化のための計画（H19.12）」
・ 「社会保険診療報酬支払基金事業指針（H21～23）」
・ 「社会保険診療報酬支払基金事業指針（H22～24）」
・ 「国民の信頼に応える審査の確立に向けて（H22.3）」（今後の審査委員会のあり方に
関する検討会の報告書）

○ また、支払基金をめぐる様々な見直し議論（「厚生労働省省内事業仕分け」等）に
おいても、
① 「審査によって査定された金額よりも、審査に要する事務コストの方が高い。」
② 「レセプトの電子化を踏まえた審査内容の充実など、審査の質の向上に努めること
が必要ではないか。」

等が論点として提起された

○ これらを踏まえ、「支払基金サービス向上計画」においても、「レセプト点検を実施する
保険者の事務処理負担の軽減に資するよう、従来の単月点検のほか、新規の突合点検
及び縦覧点検を実施することにより、原審査の充実を図る。」旨を明記



44

突合点検・縦覧点検の根拠

○ 健康保険法第７６条
① 保険者は、医療機関、薬局から療養の給付に関する費用の請求があった
ときは、審査の上、支払う
② 保険者は、審査・支払に関する事務を支払基金に委託することができる

○ 厚生省保険局長通知（昭和31.7.31）保発第39号
① 調剤報酬明細書の点検に際しては、「必要に応じ可能である限度におい
て」診療報酬明細書と照合すること
② 診療報酬明細書の審査に際し、「可能である限り」調剤報酬明細書と照合
して審査を行うこと

・ 「審査」は、療養担当規則及び点数表等に照らして行う
・ 療養担当規則では、投薬に関して「治療上一剤で足りる場合は一剤を投
与し、必要があると認められる場合は二剤以上を投与する。」等と規定
・ 点数表では、月を跨ぐ算定要件も規定

○ したがって、支払基金の点検及び審査は単月分のレセプトだけでなく、
① 医科・歯科のレセプトと調剤レセプトの突合点検
② レセプトを患者ごとに集めて行う縦覧点検
も行い得る



紙レセプト

支払基金において同一患者に係る医療機関のレセプトと薬局のレセプトの紐付け
や、同一患者・同一医療機関の複数月にわたるレセプトの紐付けが不可能

電子レセプト

コンピュータを用いて、これらのレセプトデータの蓄積や紐付けが可能

医科９２．７％、歯科１８．９％、調剤９９．９％

電子レセプト普及率（22年12月請求）

突合点検、縦覧点検を実施しない理由がない
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突合点検・縦覧点検の内容

突合点検

46

１ 処方せんを発行した医療機関のレセプトとその処方せんに基づいて調剤を
行った薬局のレセプトをコンピュータを用いて患者単位に紐付け

２ 医科、歯科レセプトに記載された傷病名と調剤レセプトに記載されている医
薬品の「適応」、「投与量」、「投与日数」を点検

３ 点検後の審査の結果、査定がある場合
・調剤が不適当な場合は、薬局への支払額から差し引く
・処方せんが不適当な場合は、医療機関への支払額から差し引く

突合要件

①医科、歯科レセプトと調剤レセプト双方が電子レセプトであること

②診療月、調剤月が同じであり、同一月に支払基金に請求されたものであること

（注）現行の調剤審査における「１５００点以上の調剤レセプト」という制限は設けない



【参考】突合点検の具体的項目

47

区 分 チェック内容 チェック条件

算定ルールチェック

医科・歯科のレセプトに記録さ
れている処方せん料の種類と
調剤レセプトに記録されている
医薬品の品目数の適否等

医科・歯科のレセプトでは、７種類未満の内服薬の投与
を行った場合の処方せん料が算定されているのに対し
て調剤レセプトで７種類以上の内服薬が記録されていな
いか等

【参考】７種類以上の内服薬の処方せん料＝４００円

７種類未満の内服薬の処方せん料＝６８０円

調剤レセプトに記録されている医薬品に対する適応傷病
名が、医科・歯科レセプトに記録されているか

投与量

調剤レセプトに記録されている医薬品の投与量が、医
科・歯科レセプトに記録されている傷病名に対する投与
量として妥当か

投与日数
調剤レセプトに記録されている医薬品の投与日数が制
限を超えていないか

医薬品と医薬品の併用禁忌
調剤レセプトに記録されている医薬品の中に併用禁忌、
併用注意に該当するものはないか

傷病名と医薬品の禁忌
調剤レセプトに記録されている医薬品の禁忌病名が医
科・歯科レセプトに記録されていないか

適応症

医薬品チェック



１ 複数月にわたって同一医療機関から請求された同一患者のレセプトをコン
ピュータを用いて紐付け

２ 同一月に同一医療機関から請求された同一患者の「入院」及び「入院外」レ
セプトをコンピュータを用いて紐付け

３ 点検は、当月請求されたレセプトについて、過去の請求内容を参照しなが
ら行う（入院と入院外は同一月のレセプトの請求内容）

４ このことから、参照する過去のレセプトを査定対象とはしない
（注） 過去のレセプトに誤りを発見した場合、必要に応じ保険者又は医療機関に
連絡し、再審査請求を受けて改めて審査

縦覧点検

縦覧要件

①支払基金は、請求内容を参照するため、過去６か月分のレセプトをコンピュータ内に蓄積

②紐付けするレセプトは、同一医療機関から請求された同一患者に係るもののみ

③６か月を超える算定ルールについては、当該行為のみ抽出して患者単位に蓄積

突合点検・縦覧点検の内容
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【参考】縦覧点検の具体的項目

49

区 分 チェック内容 チェック条件

算定ルールチェック
一定期間内における算定回数
等の適否

３月に１回を限度として算定できる診療行為が３月に２
回以上算定されていないか等

投与量 突合と同様

投与日数 突合と同様

診療行為チェック 実施回数 特定の診療行為が過剰に算定されていないか

過去の審査履歴に
照らしたチェック

過去の査定事例と同じ請求 前月の査定事例と同じ請求が同一患者について行わ
れていないか

医薬品チェック



突合点検・縦覧点検の実施スケジュール

点検項目 実施（審査）年月

医科と調剤の突合点検 平成２３年４月～

当月分と過去分の縦覧点検（医科・DPC・歯科） 平成２３年４月～

入院分と入院外分の通覧点検（医科・DPC・歯科） 平成２３年７月～

歯科と調剤の突合点検 平成２３年７月～

各点検項目の実施時期

➢ 突合点検・縦覧点検では、大別して以下の４項目の点検を対象
➢ これらは段階的に慎重かつ確実に実施

➢ 突合点検・縦覧点検の実施方法については、それらの実施状況
を踏まえ、必要に応じて随時見直す方針
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５ 第8次審査情報提供について



審査情報提供について

１ 審査の透明性を高め、審査の公平･公正性に対する関係方面

からの信頼を確保することを目的として、審査上の一般的

取扱いについて、医療関係者に情報提供。

２ このため、平成１６年７月に審査情報提供検討委員会を

設置し、平成１７年４月から８回にわたって計１５７事例

を情報提供。

３ 「審査に関する支部間差異解消のための検討委員会｣で検討

した事例のうち、支部の取扱いが収斂した事例及び厚生労働

省保険局医療課から検討を依頼された医薬品の適応外使用

事例について、審査情報提供検討委員会で提供文言等検討。
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審査情報提供事例の処理の流れ

 
  本部（年２回開催）
  ・審査の透明性を高めるため、審査上の一般的取扱いについて
    情報提供を行う。

  ・委員の構成は、公益代表理事、保険者代表理事、診療担当者代表理事、
　　地区検討委員会座長、国民健康保険中央会審議役、
　　厚生労働省保険局医療課長、支払基金特別医療顧問

全国の取扱いが収斂した事例
（ 医 薬 品 以 外 ）

国・関係団体等

審査に関する支部間差異解消
のための中央検討委員会

厚生労働省
から

医薬品について
検討依頼

（Ｈ19.4～）

支払基金ホームページ
広報誌「月刊基金｣

審 査 情 報 提 供 検 討 委 員 会

作 業 委 員 会

・審査情報提供する事例の文言及び医学的見解の 整備

作業指示
作業報告
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審査情報提供の状況

区 分
第 １ 次 提 供
【 1 回 ～ 2 回 】

第 ２ 次 提 供
【 3 回 ～ 4 回 】

第 ３ 次 提 供
【 5 回 ～ 6 回 】

第 ４ 次 提 供
【 7 回 ～ 8 回 】

第 ５ 次 提 供
【 9回～ 10回】

第 ６ 次 提 供
【10回～13回】

第 ７ 次 提 供
【14回～15回】

第 ８ 次 提 供
【16回～17回】

提 供 年 月 日 平成17年4月25日 平成18年3月27日 平成19年3月16日 平成19年9月21日 平成20年8月25日 平成21年9月15日 平成22年6月21日
平成23年2月28日
提供予定

薬 剤
47

（H20.1.10▲１)
№54

33
80

（79）

処 置 6 1 7

手 術
2

（H20.7.31▲１)
№23

1
3

（2）

麻 酔 1 2 3

検 査 16 7

12
（H20.7.31▲２)
№38・№41

（H21.1.29▲１）
№42

5 12 1
53
(50)

画 像 診 断 10 1 11

計
25

（24）
10

12
（9）

47
（46）

15 33 14 1
157
(152)

合　計

※【　】内は、審査情報提供検討委員会の開催回数、（　）内は削除後の事例数
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第８次審査情報提供事例

＜前文＞

審査情報提供事例について

審査支払機関における診療報酬請求に関する審査は、健康保険法、療養担当規則、
診療報酬点数表並びに関係諸通知等を踏まえ各審査委員会の医学的見解に基づいて
行われています。
一方、審査の公平・公正性に対する関係方面からの信頼を確保するため、審査における

一般的な取扱いについて広く関係者に情報提供を行い、審査の透明性を高めることと
しました。
このため平成１６年７月に「審査情報提供検討委員会」を設置し、以後、情報提供事例

の検討を重ねるとともに、審査上の一般的な取扱いに係る事例について、情報提供を
行ってまいりました。
今後とも、審査情報提供検討委員会を重ね提供事例を逐次拡充することとしております

ので、関係者の皆様のご参考となれば幸いと考えております。
なお、情報提供する審査の一般的な取扱いについては、療養担当規則等に照らし、

当該診療行為の必要性、用法・用量の妥当性などに係る医学的判断に基づいた審査が
行われることを前提としていますので、本提供事例に示された適否が、すべての
個別診療内容に係る審査において、画一的あるいは一律的に適用されるものでないこと
にご留意ください。
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１５７ 尿中マイクロアルブミン

《平成２３年２月２８日新規》

○ 取扱い
糖尿病性早期腎症（第１期又は第２期の記載がないもの。）に対しての
尿中マイクロアルブミンの算定を認める。

○ 取扱いを定めた理由
Ｄ００１の１０ 尿中マイクロアルブミンは通知に「糖尿病又は糖尿病性
早期腎症患者であって微量アルブミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期
又は第２期のものに限る。）に対して行った場合に、３か月に１回に限り
算定できる。」とある。
糖尿病診療ガイドラインに糖尿病性腎症病期分類の表が記載されているが、
第１期とは尿蛋白（アルブミン）が正常であるもの、第２期とは尿蛋白
（アルブミン）が微量アルブミン尿であるものと定義し、第２期を早期腎症
と呼称している。
傷病名「早期腎症」は、尿蛋白が陰性で、尿中マイクロアルブミンの測定
により微量アルブミンを診断できる患者であり、通知に該当すると考えられる。
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６ 保険者からの収納状況・医療機関
への診療報酬支払状況（平成22年
12月診療分)について
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1 3.1

金 額（億円・率）

（0.1%）

窓口数

（0.04%）

9

4.9

平成23年1月以前分
（平成22年11月診療分以前未納）

8.0 （0.1%）

未　 納　 計各　　法

共済組合

船員保険
1
1

   6,336

健保組合

窓 口 数

　　収　納  （率）請　求

  1,737.2

   1,103

   1,535

        1
        1

　　　金　　額　（億円）

      15.7

  3,491.5

    15.7 （100%）

3,491.5

  8,697.4

請　求 　　収　納　（率）

（99.9%）8,976合　　計 8,692.6 （99.99%）

当月未納

納入期日（2月21日）現在

（100%） 各　　法

4

4 0.6

8

4.3 （0.2%）健保組合

総合計

（99.8%）

852.7 （100%）

6,332 （99.9%）

健保組合

（100%）

  2,600.3

    852.7

（100%）

1,736.6 （99.96%）

合　　計

協会けんぽ

1,103 （100%）

 8,968

2,596.1

1,531 （99.7%）

保険者からの収納状況　－平成22年１２月診療分－



医療機関への診療報酬支払状況 －平成22年12月診療分－

 0 日

 0 日計

7,721万件

日数

23日

4日

前年との差

 0 日

実質的な稼動日数
への概数的換算

前年同月比

日曜・祝日を
除いた平日

平日のうち祝日
を除く土曜日

確定件数 102.4 %

確定金額 8,697.4億円 103.7 %

 0 日

 0 日
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確定件数 －平成22年12月診療分－

訪問看護療養費
4万件

（112 .2%）【0 .0%】

調剤
2,453万件

（105 .3%）【31 .8%】
各法
965万件

（115 .4%）【12 .5%】

歯科
944万件

（104 .9%）【12 .2%】

総計
7,721万件

（102 .4%）【100%】

医療保険
6,756万件

（100 .8%）【87 .5%】

医科
4,320万件

（100 .3%）【56 .0%】

確定件数 制度別 診療種別

注１　（　　）内は対前年同月比を示す。
　 ２　【　　】内は構成割合を示す。
　 ３　端数については四捨五入している。
　 ４　総計には老人保健を含んでいる。
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確定金額 －平成22年12月診療分－

注１　（　　）内は対前年同月比を示す。
　 ２　【　　】内は構成割合を示す。
　 ３　端数については四捨五入している。
　 ４　総計には老人保健を含んでいる。

訪問看護療養費
18億円

（114 .7%）【0 .2%】

食事・生活療養費
120億円

（98.5%）【1 .4%】

調剤
1,571億円

（104 .5%）【18 .1%】

歯科
813億円

（103 .9%）【9 .3%】

各法
1,737億円

（108 .4%）【20 .0%】

総計
8,697億円

（103 .7%）【100%】

医科
6,175億円

（103 .6%）【71 .0%】
医療保険
6,960億円

（102 .6%）【80 .0%】

確定金額 制度別 診療種別
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７ 支払基金における審査状況
（平成22年12月審査分）について



原審査の状況
平成22年12月審査分の審査状況

医科歯科計（全管掌分）

請求件数（Ａ）

査定件数（Ｂ）

査定件数率（（Ｂ）/（Ａ）×100）

　件数

5,169万件
（101.3％）

50.4万件
（119.3％）

0.976％
（117.7％）

　点数

請求点数（Ｃ）

査定点数（Ｄ）

査定点数率（（Ｄ）/（Ｃ）×100）

956億3,314万点
（106.1％）

2億1,138万点
（116.6％）

0.221％
（109.9％）

・前年同月と比べ、査定件数、査定件数率ともに20％弱の増加
・査定点数及び査定点数率についても10％前後の増加

⇒これらが増加した主な要因は、コンピュータチェックを契機とする査定が増えたことによるもの

参考 ： 調剤レセプトの請求件数 2,407万件
請求点数 213億9,799万点 ※（ ）内は対前年同月比
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原審査査定点数におけるコンピュータチェックの効果

医科電子レセプト

点検条件本部設定, 5.5

点検条件本部設定, 3.8

点検条件支部設定, 1.6

点検条件支部設定, 2.4

疑義（職員）, 8.9

疑義（職員）, 8.7

審査委員, 6.1

審査委員, 5.8

医薬品チェック, 1.8
算定要件等, 0.6

算定要件等, 0.7

診療行為マスタチェック, 0.6

0

5

10

15

20

25

30

21年12月 22年12月

審査月

（
点

）

医薬品チェック 算定要件等 診療行為マスタチェック 点検条件本部設定 点検条件支部設定 疑義（職員） 審査委員

23.8
22.7

【医科計】

33.8%
39.2%

平成21年12月 33.8％ → 平成22年12月 39.2％
前年同月と比べ5.4ﾎﾟｲﾝﾄ上昇、前月（39.7％）より0.5ﾎﾟｲﾝﾄ下降しているが、概ね横ばい



平成22年12月審査分の審査状況 DPCレセプトの原審査における審査返戻状況

電子レセプト

受付件数、返戻件数は10％弱の増加、返戻件数率は2％弱の減少

受付件数（Ａ）

審査返戻件数（Ｂ）

審査返戻件数率
　　　（（Ｂ）/（Ａ）×100）

　件数

342,801件
（109.6％）

3,908件
（107.2％）

1.140％
（97.9％）

　点数

受付点数（Ｃ）

審査返戻点数（Ｄ）

審査返戻点数率
　　　（（Ｄ）/（Ｃ）×100）

178億7,656万点
（120.8％）

4億3,094万点
（119.6％）

2.411％
（99.0％）

※（ ）内は対前年同月比
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再審査等の状況
平成22年12月審査分の審査状況

保険者による申し出

・申し出件数は前年同月と比べ若干減少
・単月点検分は査定件数、査定点数ともに6％以上減少
・縦覧点検分は査定件数が5％弱、査定点数は10％以上の増加

⇒ 単月点検分が減少しているのは、原審査の充実に努めた成果
縦覧点検分が増加傾向であるのは、保険者が縦覧点検にシフト

※（ ）内は対前年同月比

原審どおり
23.3万件
60.2％
( 98.7％ ) 査定

15.0万件
38.8％
( 98.2％ )

審査返戻
0.4万件
1.0％

( 103.0％ )

38.8万件
（98.6％）

件数

審査返戻分点数
6,686万点
（113.9％）

縦
覧
点
検
分

単
月
点
検
分

7.8万件
（93.2％）

7.2万件
（104.3％）

12億
3,699万点

4億
5,393万点

請求点数 査定点数

2,155万点
（111.6％）

2,561万点
（93.9％）
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保険者による調剤審査の申し出

※（ ）内は対前年同月比

平成22年12月審査分の審査状況
再審査等の状況

件数 請求点数

請求
どおり
5.2万件
46.7％
（108.6％）

審査返戻
0.1万件
0.8％

（144.6％）

1億
6,503万点

審査返戻分点数
234万点
（114.7％）

3,093万点
（100.5％）

査定点数

11.1万件
（106.5％）

査定
5.8万件
52.5％
（104.4％）

申し出件数、査定件数ともに5％前後の増加査定点数はほぼ横ばい
⇒ これらが増加しているのは、協会けんぽからの申し出件数、査定件数、
査定点数ともに10％前後の増となっていることによるもの
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再審査等の状況
平成22年12月審査分の審査状況

医療機関による申し出

申し出件数、査定件数ともに3％前後の増加、査定点数は4％弱減少

※（ ）内は対前年同月比

査定
0.7万件
36.1％
（102.5％）

1.9万件
（103.5％）

原審
どおり
1.2万件
63.9％
(104.1％)

件数 請求点数 査定点数

2億
3,516万点

増点
1,033万点
（96.1％）
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平成22年12月審査分の審査状況
再審査等の状況

保険者による資格返戻等の申し出

※（ ）内は対前年同月比

件数

資格返戻
22.1万件
76.4％
（97.4％）

事務返戻
3.4万件
11.7％
（123.9％）

その他
3.4万件
11.9％
（96.5％）

点数

事務返戻
1億8,372万点
16.8％
（115.2％）

その他
4億

3,721万点
40.1％
（112.1％）

資格返戻
4億

7,056万点
43.1％
（105.4％）

10億9,148万点
（109.6％）

29.0万件
（99.8％）

申し出件数はほぼ横ばい、資格返戻件数は3％弱減少、事務返戻件数は20％以上増加
⇒事務返戻件数は、協会けんぽ分が40％近く伸びていることによるもの
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医科歯科計

2.8 2 .6 2 .6 2 .7

23 .0

20 .220 .119 .920 .0
20 .4

19 .9
19 .219 .319 .1 19 .1

20 .4

20 .821 .120 .8

22 .6
22 .1 22 .122 .1

20 .1

2 .92 .93 .1
3 .0

3 .13 .13 .03 .03 .03 .1 2 .9 2 .8

2 .82 .7 2 .62 .7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

点

21年度・原審査 22年度・原審査 21年度・再審査 22年度・再審査

図１ １万点当たり原審査・再審査査定点数（単月点検）の審査月別推移

審
査
月

⇒ 前年度に比べ、原審査査定点数が増加した主な要因は、
コンピュータチェックを契機とする査定が増えたことによるもの

⇒ 前月に比べ、再審査査定点数が増加した主な要因は、
平成22年4月の原審査査定点数率が低かったことによる影響と考えられる



医科計

3.1 3 .0 2 .9 2 .9 3 .0

25 .5

22 .422 .322 .2
22 .322 .7

22 .2
21 .621 .521 .3

22 .8

21 .4

23 .2
23 .7

22 .3

24 .624 .7
25 .2

23 .2

24 .7

3 .23 .33 .53 .4
3 .53 .43 .43 .33 .43 .5 3 .3 3 .2

3 .12 .93 .0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

点

21年度・原審査 22年度・原審査 21年度・再審査 22年度・再審査

図１－２ １万点当たり原審査・再審査査定点数（単月点検）の審査月別推移

審
査
月

⇒ 前年度に比べ、原審査査定点数が増加した主な要因は、
コンピュータチェックを契機とする査定が増えたことによるもの

⇒ 前月に比べ、再審査査定点数が増加した主な要因は、
平成22年4月の原審査査定点数率が低かったことによる影響と考えられる
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歯科計
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0 .5 0 .5 0 .5

3 .6

3 .2

4 .0

3 .8
3 .7

4 .0

3 .7
3 .5

3 .4 3 .5

3 .6 3 .6

3 .3

4 .2

3 .3

0 .5 0 .50 .5 0 .5 0 .5 0 .5 0 .5 0 .5 0 .5 0 .5 0 .5 0 .5

0 .5 0 .50 .5 0 .50 .4
0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月
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21年度・原審査 22年度・原審査 21年度・再審査 22年度・再審査

図１－３ １万点当たり原審査・再審査査定点数（単月点検）の審査月別推移

審
査
月
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図２ DPCレセプトの原審査における審査返戻件数率の審査月別推移

1.064

1 .185
1 .246

1 .1531 .164

1 .165

1 .1831 .183
1 .145

1 .314

1 .216
1 .1701 .154

1 .157
1 .185

1 .235
1 .1951 .204

1 .140

1 .057

0.0

0.3

0.6

0.9

1.2

1.5

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

％

　21年度・審査返戻率

　22年度・審査返戻率

審
査
月

電子レセプト

73



図２－２ DPCレセプトの原審査における1万点当たり審査返戻点数率の審査月別推移
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図３ 再審査査定割合（見落とし率）の審査月別推移

18年度原審査
に対応した

再審査査定割合
（18年11月～19年10月）

医科歯科計における直近12月審査分は横ばい
⇒医科入院外が前月より減少している一方で、
医科入院、歯科が増加したことによる影響



図４ 再審査査定点数率（制度別状況）

１万点当り点数（点） 医科歯科計
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再審査査定点数率
（18年11月～19年10月）

制度別における直近12月審査分は前月より微増
⇒健保組合、その他各法がともに増加したことによる影響
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図５ 支部別、原審査及び再審査査定件数率（単月点検）の状況
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図５－２ 支部別、原審査及び再審査査定点数率（単月点検）の状況

医科歯科計平成22年12月審査分
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図５－３ 支部別、原審査及び再審査査定件数率（単月点検）の状況

医科計平成22年12月審査分
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図５－４ 支部別、原審査及び再審査査定点数率（単月点検）の状況

医科計平成22年12月審査分
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図５－５ 支部別、原審査及び再審査査定件数率（単月点検）の状況

歯科計平成22年12月審査分
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図５－６ 支部別、原審査及び再審査査定点数率（単月点検）の状況

歯科計平成22年12月審査分
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８ 後期高齢者支援金等の収納状況
（平成22年度第10期（23年1月）分）
について



後期高齢者支援金等の収納状況
（平成22年度第10期（1月）分）

納付期限（2月7日）現在

収 納 率

99.4％99.6％介護給付費・

地域支援事業支援納付金

99.1％99.2％退職者給付拠出金

99.0％99.6％前期高齢者納付金等

99.4％99.6％後期高齢者支援金等

金 額保険者数
区 分

⇒指定期限（2月18日）までに全額収納済
84



 

 

後期高齢者支援金等の収納状況 

 

平成 22 年度第 10 期(1 月)分  
 

 

 

 

 

 

 

                           頁  

 

１  後期高齢者支援金等収納状況 ······················· １  

 

２  前期高齢者納付金等収納状況 ······················· １  

 

３  退職者給付拠出金収納状況 ························· ２  

 

４  介護給付費・地域支援事業支援納付金収納状況 ······· ２  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社会保険診療報酬支払基金  



保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額

億円 億円 億円 ％ ％

1 1,160 1 1,160 0 0 100.0 100.0

保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額

億円 億円 億円 ％ ％

1 1,008 1 1,008 0 0 100.0 100.0

　 ３　交付対象保険者についても負担調整対象額を全保険者で再按分するため、納付金が発生する。

100.0

99.0

45 1 0 99.9

12 24 99.2 97.5

平成２２年度第１０期（１月）分

99.9

合 計 3,396 2,354 3,383 2,330 13 24

363 0 0 100.0共 済 組 合 85 363 85

0 04

納付期限（平成２３年２月７日）現在

収  納  率

100.0

収 納 未 済 額

100.0

平成２２年度第１０期（１月）分

船 員 保 険 1 4

徴 収 決 定 額 収 納 済 額

1

3,418

前 期 高 齢 者 納 付 金 等 収 納 状 況

合 計 3,431 3,922

注 １　億円未満四捨五入のため、金額の合計及び収納率が一致しない場合がある。
　 ２　国民健保の収納未済額は、５千万円未満のため０としている。

健 保 組 合

85

協会けんぽ

医療保険別

0 100.0

12 97.8

5

3,946

351

100.0

1,329

1,100

99.91,887

1,444 99.2

351

1,329

納付期限（平成２３年２月７日）現在

0

収  納  率

100.0

1

1,077

100.00

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 収 納 状 況

収 納 未 済 額

国 民 健 保

24

徴 収 決 定 額

1,456

1,888

収 納 済 額

船 員 保 険

共 済 組 合

99.9

13 24 99.6

0

99.4

1,426

99.6

医療保険別

協会けんぽ

1

910

1 5 0

85

　 ２　国民健保の収納未済額は、５千万円未満のため０としている。

健 保 組 合

注 １　億円未満四捨五入のため、金額の合計及び収納率が一致しない場合がある。

国 民 健 保 1,871 45 1,870

1,438 934

1



保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額

億円 億円 億円 ％

1 164 1 164 0 0 100.0 100.0

保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額 保険者数 金　　額

億円 億円 億円 ％ ％

1 579 579 0 0 100.0 100.0

99.411

99.9

97.6

 　２　国民健保の収納未済額は、５千万円未満のため０としている。
注 １　億円未満四捨五入のため、金額の合計及び収納率が一致しない場合がある。

合 計 3,433 1,768 3,419 1,758 14

船 員 保 険 1 3

99.6

99.9国 民 健 保 1,888 580 1,887

100.03 0 0

100.0

580 1 0

446 13 11 99.1健 保 組 合 1,458 457 1,445

100.0

共 済 組 合 85 150 85 150 0 0 100.0

1

収 納 済 額徴 収 決 定 額

1

13

収 納 未 済 額

介護給付費・地域支援事業支援納付金収納状況

納付期限（平成２３年２月７日）現在

収  納  率

平成２２年度第１０期（１月）分

協会けんぽ

100.0

4 99.14091,544合 計 1,531 405

健 保 組 合 175

100.01

1,456

1国 民 健 保 3 0

収  納  率

1

納付期限（平成２３年２月７日）現在

99.2

171

収 納 済 額

100.0

100.0

97.9

0 100.0

3

0 100.0

4

0

1,443 13 99.1

退 職 者 給 付 拠 出 金 収 納 状 況

徴 収 決 定 額

1 0

収 納 未 済 額

平成２２年度第１０期（１月）分

1船 員 保 険 1

85

医療保険別

協会けんぽ

医療保険別

共 済 組 合

注  億円未満四捨五入のため、金額の合計及び収納率が一致しない場合がある。

85 67

0

67

2
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９ 特別審査委員会の取扱状況
（平成23年2月審査分）について



特別審査委員会取扱状況

平成23年2月審査分

受付件数 1,766件

医科 1,708 （96.7%）

歯科 39 （ 2.2%）

漢方 19 （ 1.1%）
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医科の内訳

血液疾患
478件 28.0%

脳疾患
310件 18.1%循環器疾患

268件 15.7%

消化器疾患
190件 11.1%

その他の疾患
462件 27.1%
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平成23年1月審査分の審査状況

請求点数 7億6,996万点

査定点数 2,087万点

査定点数率 2.7％

医科 2.7％
歯科 2.0％
漢方 2.0％
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受付件数の推移（平成21年度以降）

1,228

1,345

1,270

1,165

1,259

1,054

1,111

1,171 1,157

1,243

1,149

1,230

1,638

1,588

1,766

1,570

1,674

1,429

1,4421,479

1,189

1,303

1,665

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（件）

21年度 22年度

101件の増加
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査定率の推移（平成21年度以降）

3.41

3.04
3.00

2.91
2.94

2.89

4.51

3.17

2.87
2.98 3.01

3.28

2.64 2.712.97

2.51

2.93

2.69

3.02

2.73

3.10

2.80

2.00

3.00

4.00

5.00

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（％）

21年度 22年度

0.09％の減少
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40万点以上
50万点未満

50万点以上
100万点未満

100万点以上 小　計 割合(％)

 感染症 6 2 0 8 0.5 6 133.3

 血液疾患 205 246 27 478 28.0 451 106.0

 先天性代謝疾患 43 50 1 94 5.5 112 83.9

 脳疾患 199 107 4 310 18.1 276 112.3

 循環器疾患 18 202 48 268 15.7 247 108.5

 呼吸器疾患 1 2 4 7 0.4 8 87.5

 消化器疾患 75 103 12 190 11.1 156 121.8

 運動器疾患 83 55 0 138 8.1 162 85.2

 腎臓疾患 55 25 0 80 4.7 74 108.1

 その他の疾患 94 41 0 135 7.9 123 109.8

計 779 833 96 1,708     100 1,615 105.8

19 - 21 90.5

39 - 29 134.5

1,766 - 1,665 106.1

特別審査委員会取扱状況（平成23年2月審査分）

合   　計

前月対比
　　　  　(％)

件   　　　　数
前月件数

医
　
　
　
　
　
科

漢  　 方

歯  　 科

区　 分



40万点以上
50万点未満

50万点以上
100万点未満

100万点以上 小　計 割合(％)

 感染症 6 2 0 8 0.5 6 133.3

 血液疾患 205 246 27 478 28.0 451 106.0

　 白血病 108 128 7 243 50.8 238 102.1

　 悪性リンパ腫 23 41 0 64 13.4 57 112.3

　 血友病 26 20 14 60 12.6 60 100.0

　 骨髄異形成症候群 12 11 1 24 5.0 31 77.4

　 再生不良性貧血 4 10 0 14 2.9 19 73.7

   多発性骨髄腫 3 1 0 4 0.8 4 100.0

 先天性代謝疾患 43 50 1 94 5.5 112 83.9

　 ハンター症候群 22 16 0 38 40.4 47 80.9

   ゴーシェ病 9 21 0 30 31.9 28 107.1

 脳疾患 199 107 4 310 18.1 276 112.3

　 くも膜下出血 112 54 0 166 53.5 136 122.1

　 脳動脈瘤 17 8 1 26 8.4 26 100.0

   脳動静脈奇形 12 11 1 24 7.7 28 85.7

   脳腫瘍 2 2 0 4 1.3 6 66.7

 循環器疾患 18 202 48 268 15.7 247 108.5

　 大動脈瘤 1 25 4 30 11.2 29 103.4

   急性大動脈解離 1 31 4 36 13.4 41 87.8

　 拡張型心筋症 0 13 3 16 6.0 10 160.0

　 完全大血管転位症 0 5 4 9 3.4 11 81.8

　 心筋梗塞 1 14 6 21 7.8 9 233.3

　 左心低形成症候群 1 11 5 17 6.3 15 113.3

 呼吸器疾患 1 2 4 7 0.4 8 87.5

 消化器疾患 75 103 12 190 11.1 156 121.8

　 消化器癌 14 15 2 31 16.3 35 88.6

　 肝硬変 0 17 6 23 12.1 19 121.1

　 肝不全 3 0 1 4 2.1 6 66.7

　 腹膜炎 9 4 0 13 6.8 4 325.0

　 劇症肝炎 7 8 2 17 8.9 10 170.0

 運動器疾患 83 55 0 138 8.1 162 85.2

　 側弯症 32 23 0 55 39.9 79 69.6

　 多発骨折 10 10 0 20 14.5 21 95.2

 腎臓疾患 55 25 0 80 4.7 74 108.1

　 腎不全 43 21 0 64 80.0 72 88.9

 その他の疾患 94 41 0 135 7.9 123 109.8

　 未熟児網膜症 18 16 0 34 25.2 28 121.4

　 超低出生体重児 36 2 0 38 28.1 36 105.6

　 多臓器不全 1 5 0 6 4.4 10 60.0

　 熱傷 0 5 0 5 3.7 10 50.0

計 779 833 96 1,708      100 1,615 105.8

19 - 21 90.5

39 - 29 134.5

1,766 - 1,665 106.1

特別審査委員会取扱状況（平成23年2月審査分）

合   　計

前月対比
(％)

件   　　　　数

前月件数

医
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
科

漢  　 方

歯  　 科

区　 分
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